資料６

日本社士会入会金及び都道府県社士会入会金の扱いについて
入会金は加入する団体へ支払うものであるから、連合体移行後は都道府県社士会の収入となる。経過措置期間において入会事務を日本社士会が行う場合は、入会金を業務委託費として取り扱うことが考えられる。

１．現行の扱い
・日本入会金　5,000円
・都道府県士会入会金　入会金を必要としているのは京都社会福祉士会と佐賀県社会福祉士会の２支部
・佐賀県社会福祉士会以外はすべて日本社士会が引落を実施
２．連合体へ移行後の扱い
　　都道府県士会入会金　5,000円＋現行の都道府県社士会の入会金（２支部のみ）
（１）将来（理想型）
	引落
	備考

	日本引落
	都道府県引落
	

	なし
	○
	


（２）経過措置
　　引落方法は現行パターン通りとする。
　　入会金を入会業務委託費として扱う。
◆会計上の扱い（実際の運用にあたってはさらに検討が必要）
・日本は入会金の引落業務を委託され実施したこととし、
・5,000円を一度県会計に降り込み、別途、県から日本会計に入会事務委託費として振り込む
◆課題（必要な手続き）
①都道府県社士会の入会金変更の承認（総会）
②入会金引落業務の委託契約書（日本社士会－都道府県社士会）
③入会事務に関する委託契約書（日本社士会－都道府県社士会）
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